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高精度測位社会プロジェクト（平成27年度～）の背景

2020年には、外国人・障害者他多数の人々が東京に初来訪。（オリンピックには約780万人、パラリンピックには
約230万人の観客が見込まれる。）

東京は鉄道ネットワークが密で駅構造も複雑。訪問客が安全かつ円滑に移動できる環境整備が必須。

スマートフォンの普及が進み、屋外ではGPSによる位置情報を活用したサービスが提供されている。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を円滑に開催するため、
屋内や地下空間を含めた屋内外シームレスなナビゲーション等のサービスを実現

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を円滑に開催するため、
屋内や地下空間を含めた屋内外シームレスなナビゲーション等のサービスを実現

自分の現在位置、目的地までの経

路などの情報が詳細に手に入る

背景

目指す姿

（実現するサービスのイメージ）
スマートフォンの位置情報等の高精度測位技術を活用した多様なサービスが民間事業者により創出される。
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高精度な位置情報を活用した様々なサービスが実現できる環境づくりに
向けて、実証実験等を通じ、屋内の電子地図や測位環境等の「屋内空
間情報インフラ」の整備を推進し、民間サービスの創出を促進する。

高精度測位社会プロジェクト

① GPSが届かないため、現在地の測定が困難
・屋外では、GPSによる位置情報の測位システムを利用した様々なサービスが提供されている。
・屋内では、GPSが発信する信号が届かないため、正確な測位が困難。

② 測位結果を表示する屋内の電子地図がない

・屋外では、国土地理院による基盤地図情報をもとに電子地図が作成され、一般に利用されている。
・屋内では、施設管理者が個別に作成しているフロアマップなどはあるが、地下空間の全体像が分かる
共通の電子地図がない。

③ 施設管理者等の関係者が多数で調整が困難

・大きなターミナル駅等は関連施設の権利関係が複雑かつ多数に渡り、環境整備に当たっての調整が困難であり、
一社だけの取組ではなかなか進まない。

統一された屋内地図・測位環境

屋内空間特有の課題

サービス実現に当たっての課題・プロジェクトの目的
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いかにこれらを
構築するか
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2020年に向けたロードマップ（案）

国土地理院「3次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な
社会実現のための技術開発」
•階層別屋内地理空間情報データ仕様書（案）
•位置情報基盤を構成するパブリックタグ情報共有のための標準仕様

関
連
施
策

東京オリンピック・
パラリンピック
競技大会開催

空間情報インフラの整備促進

国交省総合政策局
•歩行空間ネットワー
クデータ仕様の改訂

高
精
度
測
位
社
会
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

テストイベント、
ラグビーW杯
開催

フェーズ① 実証実験による先行事例の形成、
位置情報サービスの検証

フェーズ② サービスの見える化実証、
社会実装に向けた普及展開

•東京駅周辺、新宿駅周辺、成田空港、日産
スタジアム周辺において、屋内電子地図の整備
事例の蓄積や、屋内測位技術の検証・実証を
実施

•屋内地図を整備・更新し、流通させる体制の
検討

多様なサービスの普及展開
•事務局アプリによるナビゲーション
実証（段差のない/少ないルート
のナビゲーション、英語対応）

•アプリベンダー等による空間情報
インフラの検証・評価

•屋内外シームレス
ナビゲーション実証

•視覚・聴覚障害者
向けナビゲーション
実証

•位置情報を活用し
た災害時の移動支
援のための情報提
供実証

•民間事業者による環境整
備・サービス提供モデルの検
討・実証

•G空間情報センターにて屋
内電子地図の公開

平成30年度
（2018年度）

平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度）

平成27年度
（2015年度）

平成2８年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

•サービス提供エリアの拡
大（競技会場、主要
駅、空港等）、位置
情報サービスの多様化

•オリパラ関連機関、他
プロジェクトと連携した
大規模実証

•民間事業者によるアプリ
開発
→ 新たなサービス創出

※段階的に民間事業者主体に移行



今後の課題

5

これまでの取組成果と今後の課題

実証実験を通じて、空間情報インフラの構築のための技術検証及び多様なサービス普及展
開に向けた検討を進め、屋内測位に不可欠な地図整備プロセスの検討や測位技術の検証、
実サービスへの展開を見据えた課題抽出等を行い、知見をガイドラインに整理。また、屋内
地図の標準仕様について国土地理院において、「階層別屋内地理空間情報データ仕様書
（案）」として取りまとめ。

▼ 多様なサービスの普及展開

▼ 空間情報インフラ（屋内電子地図、測位環境）の構築

今後の民間事業者主体での屋内電子地図等の整備を促進するため、昨年度に引き続き効率
的な整備手法等の検討が必要。また、標準仕様に基づく屋内地図がシームレスに利用しやす
いものとして作成されるためには、具体的な作業手順を踏まえた共通の手引きが必要。

高精度な空間情報インフラを活用したサービス実装と普及展開を図るため、社会的意義の高
い防災分野において、実装推進に向けた課題検証が必要。また、民間アプリベンダーが活用
する測位環境として、既設の電波（Wi-Fi）や磁気などを活用することで施設管理者の維持管
理負担を軽減する環境調査型の測位手法について検証が必要。

実証実験において整備した屋内電子地図について、国土地理院の仕様に準拠し、G空間情
報センターより公開。平成29年11月新宿駅周辺、平成30年8月31日東京駅周辺配信開始。

実証環境を公開し民間アプリベンダーの継続的な参画を促すとともに、事務局の実証実験
において民間サービスのアプリケーションと連携して実施することにより、民間サービスの創
出を促進。

今後の課題



6

②□□ビルB２
高齢者
単独行動

①○○ビル１階
外国人グループ
英語・スペイン語のみ

救助隊Ａ班
現地到着

▼ 具体的なサービス導入に向けた課題検証

高精度な空間情報インフラを活用したサービスの実装と普及展開を図るため、社会的意義の高
い災害時における位置情報の活用について、民間ビルにおいて施設管理者や警備会社と連携
し、避難情報提供の高度化実証を行うことで、具体的なサービス導入に向けた課題を検証。

▼ 民間事業者によるサービス実装支援のための実証

これまでに整備したモデル地区を対象に、民間事業者（サービス事業者、施設管理者）等による
屋内公共空間での実証を公募。

実証資材として、新たな測位環境として、昨年度のサービス実証から実用化された地磁気等を活
用した屋内測位情報を提供。

今年度の取組 多様なサービスの普及展開
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▼ 屋内電子地図の整備・公開促進に向けた検討

基盤となる空間情報インフラである屋内電子地図の多様な主体による整備・公開を促進するた
め、標準仕様に基づく簡易なデータ整備手法やデータ取得に際しての作成ルールの整備、認証
方法の検討。

今年度の取組 空間情報インフラの整備拡大

▼ 空間情報インフラ（屋内電子地図、測位環境）の構築拡大に向けた連携強化

2020年オリパラ大会に向けて、訪日外国人を含む全ての人々へのICTを活用した移動支援の
実現が強く求められている。関連するプロジェクトや協議会等との連携を一層強化し、効果的な
取組の推進を図る。

○公共交通分野におけるオープンデータ推進に関する検討会

公共交通機関におけるオープンデータ化による利用者への情報提供の充実
時刻表、駅施設情報、駅構内図、運行情報等

○新宿ターミナル協議会

新宿駅周辺利用者の利便性の向上の取組
案内サインの改善、ICTを活用した情報提供等

今年度東京駅・新宿駅エリアでの実証実験へG空間情報センター協力
駅構内図オープンデータ化の取組とも連携

今後のターミナル協議会の横展開の取組とも連携

エリア単位での
協力体制の構築

公共交通事業者の
保有するデータについて
協力体制の構築

標準仕様に基づくシームレスな屋内地図をG空間情報センターにてオープンデータ化


